
平成２６年１１月定例県議会

提 出 議 案 等 一 覧

及び

平成２６年度１１月補正

予 算 案 の 概 要

（１２月５日追加提案分）

島 根 県



第４４７回島根県議会提出議案等一覧

Ｈ２６．１２．５ 提案分

区 分 議 案 名議案No

平成２６年度島根県一般会計補正予算（第４号）議 案 予算案 １５８

(16件) (9件)

平成２６年度島根県中小企業近代化資金特別会計補正予算（第２号）１５９

外３特別会計補正予算～

１６２

１５９ 中小企業近代化資金 １６０ 臨港地域整備

１６１ 流域下水道 １６２ 県営住宅

平成２６年度島根県病院事業会計補正予算（第２号）１６３

外３事業会計補正予算～

１６６

１６３ 病院 １６４ 電気 １６５ 工業用水道 １６６ 水道

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例条例案 １６７

(7件) 人事委員会の勧告を受けて、職員に対して支給する給料及び諸手当について所要の改正

①給料月額の引き上げ

②勤勉手当の引き上げ（＋0.10月分）

③初任給調整手当の支給月額の限度額の引き上げ

④給与制度の総合的見直し

・給料表の改正

・地域手当の級地区分及び支給割合の改正

・単身赴任手当の基礎額及び加算額の改正

・管理職員特別勤務手当の改正

・再任用職員に単身赴任手当を支給すること

・55歳を超える職員（行政職６級相当以上）の給与等の1.5％減額支給措置の廃止

・給料表の切替えに伴う経過措置

施行日：①③公布の日

（平成２６年４月１日から適用）

②公布の日

（平成２６年１２月１日から適用）

④平成２７年４月１日

支給対象者 改正前 改正後

医師又は歯科医師で医療職給料表(1)
の適用を受けるもの

410,900円 412,200円

医師又は歯科医師で医療職給料表(1)
の適用を受けないもの

50,000円 50,300円
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区 分 議 案 名議案No

県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例条例案 １６８

つづき 人事委員会の勧告を受けて、教育職員に対して支給する給料及び諸手当について所要の

改正

①給料月額の引き上げ

②勤勉手当の引き上げ（＋0.10月分）

③給与制度の総合的見直し

・給料表の改正

・単身赴任手当の基礎額及び加算額の改正

・管理職員特別勤務手当の改正

・再任用教育職員に単身赴任手当を支給すること

・55歳を超える特定教育職員の給与等の1.5％減額支給措置の廃止

・給料表の切替えに伴う経過措置

施行日：①公布の日

（平成２６年４月１日から適用）

②公布の日

（平成２６年１２月１日から適用）

③平成２７年４月１日

市町村立学校の教職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例１６９

人事委員会の勧告を受けて、教職員に対して支給する給料及び諸手当について所要の改

正

①給料月額の引き上げ

②勤勉手当の引き上げ（＋0.10月分）

③給与制度の総合的見直し

・給料表の改正

・単身赴任手当の基礎額及び加算額の改正

・管理職員特別勤務手当の改正

・再任用教職員に単身赴任手当を支給すること

・55歳を超える特定教育職員の給与等の1.5％減額支給措置の廃止

・給料表の切替えに伴う経過措置

施行日：①公布の日

（平成２６年４月１日から適用）

②公布の日

（平成２６年１２月１日から適用）

③平成２７年４月１日

特別職の職員に対する期末手当の支給に関する条例の一部を改正する条例１７０

一般職の勤勉手当の改正に準じて、期末手当を引き上げ（＋0.10月分）

施行日：公布の日

（平成２６年１２月１日から適用）
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区 分 議 案 名議案No

県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例条例案 １７１

の一部を改正する条例つづき

人事委員会の勧告を受けて、教員特殊業務手当の額を改正

施行日：平成２７年４月１日

島根県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例１７２

人事委員会の勧告を踏まえ、病院局職員に対して支給する諸手当について所要の改正

・管理職員特別勤務手当の改正

・再任用職員に単身赴任手当を支給すること

施行日：平成２７年４月１日

島根県企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例１７３

人事委員会の勧告を踏まえ、企業局職員に対して支給する諸手当について所要の改正

・管理職員特別勤務手当の改正

・再任用職員に単身赴任手当を支給すること

施行日：平成２７年４月１日

改正前 改正後

４時間以上 2,400円 3,000円

２時間以上４時間未満 1,200円 1,500円

3,400円 4,250円

3,400円 4,250円

非常災害時の児童・生徒の保
護又は緊急の防災・復旧業務

6,400円 8,000円

児童・生徒の救急業務 6,000円 7,500円

児童・生徒の緊急の補導業務 6,000円 7,500円

区分

非常災害時等の
緊急業務

修学旅行等引率指導業務

対外運動競技等引率指導業務

部活動指導業務
（週休日等）
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平成２６年度１１月補正予算案(第４号)について

１ 概 要
衆議院の解散に伴い、早急に対応を要する選挙経費等のほか、県人事委員

会勧告等に基づく給与費の補正について措置し、総額 を計上するこ１５億円

ととした。

補正項目

○ 衆議院議員の選挙経費等 ６０９百万円

○ 給与費 ９２４百万円

※このほか特別会計・企業会計負担額 ７７百万円

２ 平成２６年度一般会計歳入歳出予算

１１月補正後予算額（第３号提案後） ① ５，３４０億円

１１月補正予算額（第４号） ② １５億円

１１月補正後予算額 ①＋② ５，３５５億円

＊対前年度同期比 ９４．５％

【参考】平成 年度 月補正後予算額 億円25 11 5,664

３ 財 源

（１）国委託金 ６億円

（２）繰越金 ９億円

合 計 １５億円
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補 正 項 目

(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

衆議院議員選挙経費等 609,208 衆議院の解散に伴う衆議院議員総選挙及 地域振興部

[市町村課]び最高裁判所裁判官の国民審査のための経

費

給与改定所要額 924,147 県人事委員会勧告等に基づく給与改定に 全 部 局

伴う人件費の増

①一般職このほか特

・月例給 平均0.25％の引き上げ別会計及び

・勤勉手当 0.1月分の引き上げ企業会計の

②特別職負担額

・期末手当 0.1月分の引き上げ76,883
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　 （単位：千円）

 Ｈ２５年度 対前年度比

 補正前の額
１１月補正
（第４号）

計（Ａ） １１月現計（Ｂ） (A）/（Ｂ) Ｈ２６ Ｈ２５

 １．県　　　　　　　　　       税 56,627,723 56,627,723 55,750,746 101.6% 10.6% 9.8% 

 ２． 地 方 消 費 税 清 算 金 14,792,151 14,792,151 13,576,326 109.0% 2.8% 2.4% 

 ３．地  　方  　譲  　与  　税 14,290,000 14,290,000 11,828,000 120.8% 2.7% 2.1% 

 ４．地  方  特  例  交  付  金 160,000 160,000 169,000 94.7% 0.0% 0.0% 

 ５．地　  方 　 交 　 付  　税 183,316,000 183,316,000 182,166,000 100.6% 34.2% 32.2% 

       〃 （含臨時財政対策債） (214,689,000) (214,689,000) (216,789,000) (99.0%) (40.1%) (38.3%)

 ６．交通安全対策特別交付金 230,000 230,000 250,000 92.0% 0.0% 0.0% 

 ７．分 担 金 及 び 負 担 金 2,404,961 2,404,961 2,140,208 112.4% 0.5% 0.4% 

 ８．使 用 料 及 び 手 数 料 3,045,844 3,045,844 2,468,991 123.4% 0.6% 0.4% 

 ９．国　  庫  　支  　出  　金 74,485,454 609,208 75,094,662 94,710,776 79.3% 14.0% 16.7% 

10．財　     産      収      入 1,370,732 1,370,732 1,694,879 80.9% 0.3% 0.3% 

11．寄           附           金 235,300 235,300 80,353 292.8% 0.0% 0.0% 

12．繰           入           金 27,471,757 27,471,757 29,875,241 92.0% 5.1% 5.3% 

13．繰           越           金 4,010,978 924,147 4,935,125 4,428,667 111.4% 0.9% 0.8% 

14．諸           収           入 81,815,821 81,815,821 87,481,661 93.5% 15.3% 15.5% 

15．県                         債 69,717,600 69,717,600 79,775,900 87.4% 13.0% 14.1% 

　　  〃 （除臨時財政対策債） (38,344,600) (38,344,600) (45,152,900) (84.9%) (7.2%) (8.0%)

合           計 533,974,321 1,533,355 535,507,676 566,396,748 94.5% 100.0% 100.0% 

　　歳　　　　出

　 １．議　　      会      　　費 1,062,977 5,456 1,068,433 1,021,369 104.6% 0.2% 0.2%

 ２．総          務          費 28,939,293 652,667 29,591,960 30,243,271 97.8% 5.5% 5.3%

 ３．民          生          費 53,984,592 15,607 54,000,199 53,787,842 100.4% 10.1% 9.5%

 ４．衛          生          費 22,459,290 27,765 22,487,055 22,643,532 99.3% 4.2% 4.0%

 ５．労          働          費 3,902,210 2,994 3,905,204 4,215,899 92.6% 0.7% 0.8%

 ６．農  林  水  産  業  費 39,636,405 57,616 39,694,021 46,418,557 85.5% 7.4% 8.2%

 ７．商          工          費 77,753,539 11,790 77,765,329 82,509,255 94.3% 14.5% 14.6%

 ８．土          木          費 75,277,929 49,336 75,327,265 83,903,552 89.8% 14.1% 14.8%

 ９．警          察          費 21,442,420 122,624 21,565,044 21,625,910 99.7% 4.0% 3.8%

10．教          育          費 94,376,173 583,611 94,959,784 92,543,439 102.6% 17.7% 16.3%

11．災    害   復   旧    費 12,212,453 3,889 12,216,342 24,571,751 49.7% 2.3% 4.3%

12．公          債          費 86,726,384 86,726,384 87,390,760 99.2% 16.3% 15.4%

13．諸      支      出     金 15,900,656 15,900,656 15,221,611 104.5% 3.0% 2.7%

14．予          備          費 300,000 300,000 300,000 100.0% 0.0% 0.1%

合           計 533,974,321 1,533,355 535,507,676 566,396,748 94.5% 100.0% 100.0%

平成２６年度１１月補正予算（第４号）  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

区                 分
Ｈ　２　６　年　度 構　成　比

　　歳　　　　入
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Ｈ２５年度 対前年度比較

補正前の額
１１月補正
（第４号）

計（A） １１月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｈ２６ Ｈ２５

1．義   務   的   経   費 244,417,915 928,456 245,346,371 240,447,643 102.0% 45.8% 42.5% 

  (1) 人         件         費 121,851,975 928,456 122,780,431 118,287,367 103.8% 22.9% 20.9% 

  (2) 公         債         費 86,563,500 86,563,500 87,284,753 99.2% 16.2% 15.4% 

  (3) 扶         助         費 36,002,440 36,002,440 34,875,523 103.2% 6.7% 6.2% 

2．普 通 建 設 事 業 費 105,177,183 105,177,183 121,617,483 86.5% 19.6% 21.4% 

  (1) 補   助   事   業   費 61,206,906 61,206,906 74,920,733 81.7% 11.4% 13.2% 

  (2) 単   独   事   業   費 32,187,531 32,187,531 35,873,319 89.7% 6.0% 6.3% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 8,459,951 8,459,951 7,592,095 111.4% 1.6% 1.3% 

  (4) 同級他団体事業負担金 5,500 5,500 5,400 101.9% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 3,317,295 3,317,295 3,225,936 102.8% 0.6% 0.6% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 11,805,277 11,805,277 24,331,039 48.5% 2.3% 4.3% 

  (1) 補   助   事   業   費 11,531,277 11,531,277 23,611,410 48.8% 2.2% 4.2% 

  (2) 単   独   事   業   費 274,000 274,000 719,629 38.1% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 65,590,306 534,053 66,124,359 61,983,859 106.7% 12.3% 10.9% 

5．貸          付         金 74,875,249 74,875,249 82,082,643 91.2% 14.0% 14.5% 

6．そ          の         他 32,108,391 70,846 32,179,237 35,934,081 89.6% 6.0% 6.4% 

合           計 533,974,321 1,533,355 535,507,676 566,396,748 94.5% 100.0% 100.0% 

平成２６年度１１月補正予算（第４号）  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )

区               分
Ｈ２６年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
（単位：百万円）

当 初 ６月補正
年度 対前年 前年比 ９月補正 11月補正 ２月補正 そ の 他 最終専決後

(～H24：12月補正)(◎骨格) 当初比
◎

7 535,929 0.1 17,237 3.1 16,053 1,340 22,547 10/31 43,055 597,329▲ ▲
( ( 9,869) ( 1,340) ( )内経済対策 内経済対策 内給与 経済対策

内災害復旧 (臨時議会)7,161) ( 4,192)
( 4.3) 10/ 8 792

8 559,089 ＊ 1.1 8,842 1,695 4,890 12/19 50 577,402
( 1,695) ( ､ )内給与 衆院選挙 上水道

9 603,468 7.9 12,000 1,679 5,863 2/16 4,453 612,375▲
内災害復旧 内給与 (臨時議会)( 8,126) ( 1,679)

10 639,430 6.0 44,955 4,665 47,884 6,908 10/15 1,200 730,209▲
( ( 4,205) ( 45,734) ( ( )内経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧
45,964) ( 1,050) 702)内給与

◎
11 634,415 0.8 23,101 2.8 11,465 36,973 1,195 708,415▲

内経対 内経済対策( 37,670) (
( 1,483) 6,779)内給与▲

( 1.5) 27,786 1,457 10/23 403▲
12 643,823 ＊ 2.1 11,697 ( 26,720) ( ( ) 679,977▲ 内経対 内経済対策 震災対策

( 3,835) ( 1,172) 4,963)内経済対策 内給与▲
4,647 965 8/ 2 109▲

13 665,250 3.3 4,546 ( ( ( ) 674,343内緊急雇用創出 内経済対策 漁業対策
3,600) 22,263)

10,811▲
14 642,760 3.4 6,856 30 ( 638,458▲ 内経済対策

12,733)
◎ 10/10 866

15 626,909 2.5 2,995 2.0 7,900 31,882 ( ) 604,649▲ ▲ ▲ 衆院選挙

( 3.4)▲
16 605,741 ＊ 3.8 1,315 1,041 18,512 585,474▲ ▲ ▲

8/ 8 850
17 553,973 8.5 1,562 2,008 ( ) 554,186▲ ▲ ▲ 衆院選挙

7/31 13,529
18 523,261 5.5 1,863 4,508 4,691 ( ) 538,243▲ ▲ 豪雨災害

◎
19 510,731 2.4 5,916 1.3 663 3,691 13,974 507,797▲ ▲ ▲

23,195①
20 501,199 ( 1.9) 3,288 2.4 1,515 2,619 ( 3/24 15 516,262▲ ▲ 内経済対策

＊ 3.0 ( ) 23,127) ( )▲ 経済対策 強風災害
16,703②▲
26,516①
内経済対策21 527,070 5.2 45,403 13.5 15,635 1,399 (

( 8,335) ( ) ( 8,827) ( 485) 25,974) 598,032内経対 経済対策 内経済対策 内経済対策
20,870②▲

内経済対策(
5,921)
267 8/9 31① (除雪)

22 535,493 1.6 200 6.4 4,864 440 2,754 ( )▲ ② 口蹄疫
( ( 434) 8/23 1,568 552,554内経対 内経対 (内経済・緊急対策

25,706) 4,044 15,741 6,929) ( )追加提案（経対） 追加提案 土砂災害
( 15,541) 20,132内経対 ③▲

23 532,225 0.6 6,298 0.5 2,913 2,775 7,087▲ ①
( ( ( 767) ( 2,250) ( 714) 541,312内経済・緊急対策 内経済対策 内経済・緊急対策 内経対 内経対
27,630) 6,057) 9,144 21,034追加提案 ②▲

( 9,138)内経対

24 527,651 0.9 1,100 1.7 3,159 431 30,075 5/14 390▲ ▲ ①
673 ( ( ) 543,693追加提案① 内経対 雇用基金等

5,363 31,325)②
( 4,194) 25,273内経対 ②▲

2,572③
( 2,572)内経対

7/3 42
25 531,157 0.7 558 0.5 81 1,150 11,359 ( )①災害援護資金等 ① 風しん抗体検査

32,509 ( 8/29 900 538,588② 内経対
( 24,856) 13,530) ( )内災害復旧 ８月大雨災害

38,451②▲

26 527,234 0.7 369 0.8 3,577 2,794▲ ▲
1,533追加提案

(注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」 ２．対前年当初比欄の＊は、対前年度６月補正後予算対比
３．６月補正の前年比は、対前年度当初予算対比(ただし、平成２０～２６年度は対前年度６月補正予算後対比)
４．平成２５年３月２９日島根県告示第２３１号により定例県議会招集月を１２月から１１月に変更したため１１月補正に改称
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